
証券コード　8030
2026年６月10日

株 主 各 位
東京都江東区豊洲６丁目６番２号

中 央 魚 類 株 式 会 社
代表取締役

社長執行役員
今 村 忠 如

第79期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼を申しあげます。
　さて、当社第79期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申
しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各
ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスの
上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】
https://www.chuogyorui.com

（上記ウェブサイトにアクセスしてください。
　「株主総会招集通知」：サイト上部の「投資家のみなさまへ」→「株主インフ

ォメーション」→「株主総会情報」→「株主総会招集通知」
　「事業報告書」：サイト上部の「投資家のみなさまへ」→「IRライブラリ」→
「事業報告書」をそれぞれご確認ください。）

【株主総会資料 掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/8030/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「中央
魚類」又は「コード」に当社証券コード「８０３０」を入力・検索し、「基本
情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会
招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご
検討いただき、2026年６月25日（木曜日）午後５時までに、インターネット又は
書面（郵送）により議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。（詳
細については３頁～４頁をご参照ください。）

また、株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒、
ご理解くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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１．日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区台場二丁目６番１号

グランドニッコー東京 台場　29階 銀河

３．目 的 事 項
報 告 事 項 1.第79期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人
および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2.第79期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式の付与

のための報酬決定の件

     

記

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申しあげます。

　 なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記の電子提供措置を取っ
 ている各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前および修正後の事項を掲載い
 たします。
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書面（郵送）で議決権を行使される場合

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らず

にご投函ください。

行使期限
　
2026年 6 月25日(木曜日)午後5時到着分まで

　
書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否
の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

インターネットで議決権を行使される場合

スマートフォン（QRコードをご利用いただけます）又はパソコンから

議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスし、本招

集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に記載された「ログ

インID」および「仮パスワード」をご入力いただき、画面の案内にし

たがって賛否をご入力ください。

※　「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

行使期限 2026年 6 月25日(木曜日)午後5時入力完了分まで
　

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時
　
2026年 6 月26日(金曜日)午前10時(受付開始:午前9時)

　

議決権行使についてのご案内

議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

※ 書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネ
ットによる議決権行使の内容を有効として取扱わせていただきます。

※ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内
容を有効とさせていただきます。
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議決権行使ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

❶ 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

❷ ‌�議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」を入力しクリックし

てください。

「ログインID・仮パスワード」を入力

「ログイン」をクリック

※操作画面はイメージです。

システム等に関する
お問い合わせ フリーダイヤル 0120-173-027（９：00～21：00、通話料無料)

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク)

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

※ 午前２時30分から午前４時30分までは、議決権行使サイトの保守・点検のため接続い
ただくことができません。

※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権
行使サイトが利用できない場合があります。

※ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通信費等は
株主さまのご負担となります。

　

インターネットによる議決権行使について
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配当総額 　金479,304,000円

株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、業績に対応した期末配当を行うことを前提としつつ、営業基盤の

強化や財務体質の健全性あるいは今後の事業展開への備えなどを総合的に勘

案し、安定した配当の継続に努めることを基本方針としております。

この基本方針のもと、当期の期末配当につきましては、下記のとおりとい

たしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類　　　　　　金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき　金120円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年６月29日
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１

まつ

松

 

　
もと

本

 

　
たか

孝

 

　
し

志

(1955年６月６日生)

1974年４月 当社入社
2012年６月 当社取締役、執行役員、鮮魚部部長
2016年４月 当社常務取締役、常務執行役

員、営業本部本部長
2018年５月 千葉中央魚類株式会社

代表取締役社長
2019年６月 当社常務取締役、常務執行役

員、営業本部統括 兼 第一営業
本部本部長

2020年６月 当社常務取締役、常務執行役
員、営業本部統括

2021年５月 柏魚市場株式会社 取締役会長(現)
2022年６月 当社専務取締役、専務執行役

員、全社統括
2024年４月 当社専務取締役、専務執行役員
2024年６月 当社取締役、専務執行役員(現)

500株

＜取締役候補者とした理由＞
  当社入社以来長年にわたり水産卸事業の営業に従事し、現在は営業の陣頭指
揮のみならず会社全体を見渡し経営にも携わっております。全国の荷主からの
人望が厚く、高いリーダーシップと水産事業における深い見識も有しており、
今回、当社グループ全体の企業価値向上と持続的成長を担っていただくことか
ら、引き続き取締役候補者としております。

２

なか

中

 

　
ざわ

澤

 

　
つよ

強

 

　
し

志

(1967年１月11日生)

1990年４月 当社入社
2014年４月 当社鮮魚部鮮魚第二課課長
2019年４月 株式会社水産流通出向
2021年４月 当社鮮魚部部長
2022年６月 当社執行役員、営業本部副本部

長 兼 鮮魚部部長
2024年５月 当社執行役員、営業本部副本部

長 兼 冷凍加工部部長
2024年６月 当社取締役、執行役員、営業本部

本部長 兼 冷凍加工部部長
2025年４月 当社取締役、執行役員、営業本部

本部長(現)

－株

＜取締役候補者とした理由＞
  当社入社以来長年にわたり水産卸事業の営業に従事し、また関連会社への出
向経験から市場外物流業務に対する見識も有しており、現在は営業本部本部長
として営業部門を牽引しており、今後も営業本部の陣頭指揮を執って頂くた
め、引き続き取締役候補者としております。

第２号議案　取締役８名選任の件
取締役10名（全員）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つ

きましては、取締役会において戦略的かつ機動的に意思決定が行えるよう２
名減員し、取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます
取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

３

あし

足

 

 
かが

利

 

　
きん

金
べ

兵
え

衛

(1942年８月29日生)

1964年４月 株式会社足利本店入社
1974年４月 株式会社まるや　代表取締役社長
1984年11月 株式会社足利本店　代表取締役社長

2010年12月 同社取締役会長（現）
2018年６月 当社社外取締役（現）

12,000株

(株式会社足利本店と当社との間には営業上

の取引があります。 )

＜重要な兼務の状況＞
・株式会社足利本店　取締役会長

　＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
  当社取引先でもある株式会社足利本店の会長として長年会社経営に携わり、
水産業界及び経営全般について経験、見識を有し、当社取締役会においても適
切な監督を行っており、今後とも取締役会での適切な監督・助言を期待してい
ることから引き続き取締役候補者としております。また、選任された場合、引
き続き指名・報酬委員会の委員として、役員候補者の選定や役員報酬等の決定
に対して、客観的・中立的な立場で関与いただく予定です。

４

き

木

 

　
そ

曽

 

　
たく

琢　
ま

真

(1960年９月11日生)

1983年４月 株式会社富士銀行（現株式会社
みずほ銀行）入行

1988年10月 富士総合研究所株式会社（現株
式会社みずほ銀行）入社

2011年７月 みずほ総合研究所株式会社（現
株式会社みずほ銀行）上席執行
役員

2019年２月 一般社団法人日本経済調査協議
会　特別顧問

2019年６月 同協議会　専務理事
2022年６月 同協議会　顧問
2023年６月 当社取締役(現)

－株

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
  銀行の調査部を経て、シンクタンクでは上席執行役員として長年の経験を有しており、

日本経済全般に対する深い知見を有することから、水産事業を超えたより広い経済環境と

いう視点から当社を取り巻く環境の変化に対する助言を期待し、引き続き取締役候補者と

しております。選任された場合は、引き続き当社の指名・報酬委員会の委員として、役員

候補者の選定や役員報酬等の決定に対して、客観的・中立的な立場で関与して頂く予定で

す。また、木曽氏は株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員への届出を予定して

おります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

５

わた

渡　
なべ

邉　
じゅん

淳 　
こ

子

(1957年５月26日生)

1980年４月 株式会社富士銀行（現株式会社み
ずほ銀行）入行

2010年５月 みずほ総合研究所株式会社（現株
式会社みずほ銀行）執行役員会員
事業部長

2014年４月 常盤興産株式会社 執行役員営業本
部長

2020年３月 ＪＵＫＩ株式会社 社外監査役
2020年６月 常盤興産株式会社 常務取締役
2022年６月　カヤバ株式会社 社外監査役(現)
2023年６月 ＪＵＫＩ株式会社 社外取締役
2025年６月 当社取締役(現)

－株

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
  銀行の支店長や人事部、シンクタンクの執行役員等を経て、常磐興産の取締役と
してサービスや設備の増強を推進し、収益基盤を確立するとともに、同社において
女性管理職を多数育成・輩出するなどの経験を有しており、当社においてダイバー
シティー推進などの新たな視点から、当社の将来の発展に資する助言を期待し、引
き続き取締役候補者としております。選任された場合、当社の指名・報酬委員会の
委員として、役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対して、客観的・中立的な立
場で関与して頂く予定です。また、渡邉氏は株式会社東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員への届出を予定しております。

６

 ※
いち

市

 

　
やま

山

 

　
しょう

勝

 

　
いち

一

(1965年１月28日生)

1988年４月 株式会社三菱銀行入行
（現 株式会社三菱UFJ銀行）

2009年４月 同行 八重洲通支社 法人第二部長
2013年８月 同行 鹿児島支社 支社長
2019年１月 当社入社 経理部部長
2019年６月 当社執行役員、管理本部副本部

長 兼 経営企画室室長 兼 経理
部部長

2020年６月 当社執行役員、管理本部副本部長 
兼 総務部部長 兼 経理部部長

2021年１月 当社執行役員、管理本部副本部長 
兼 総務部部長

2026年４月 当社執行役員、管理本部副本部長 
兼 情報システム部部長（現）

2,000株

＜取締役候補者とした理由＞
  銀行において支社長および法人部長を歴任し、財務、信用リスク管理および
コンプライアンスに関する高度な知見を有しております。

当社入社後は、執行役員・管理本部副本部長として、管理本部の統括および陣
頭指揮のサポートをしてまいりました。今後も金融機関で培った客観的視点と
当社経営に精通した経験を活かし、当社の持続的成長と企業価値向上の実現に
向け、経営の意思決定および監督機能の強化に貢献することを期待し、新たに
取締役候補者としております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

７

 ※
た

田

 

　
なか

中

 

　

 

　
てる

輝

(1963年３月26日生

1988年４月 日本水産株式会社入社

(現株式会社ニッスイ)

2019年６月 同社執行役員 広域営業本部副本部長

2020年３月 同社執行役員 養殖事業推進部担当

2022年３月 同社執行役員 水産事業副執行 養殖事

業推進部担当

2024年６月 取締役執行役員 水産事業執行

2025年５月 同社代表取締役社長執行役員 最高経

営責任者(CEO)（現）

－株

(株式会社ニッスイと当社との間には営業上

の取引があります。 )

＜重要な兼務の状況＞
・株式会社ニッスイ　代表取締役社長執行役員

　
＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
  株式会社ニッスイの代表取締役社長執行役員として水産及び食品事業の経営
の陣頭指揮を執り、深く幅広い知識・経験・洞察力を有していることから、水
産事業及び経営全般についての専門的観点からの監督、助言を頂くことを期待
し、新たに取締役候補者としております。また、選任された場合は、指名・報
酬委員会の委員として、役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対して、客観
的・中立的な立場で関与して頂く予定です。

８

 ※
はっ

服

 

　
とり

部

 

　

 

　
あつし

篤

(1965年７月16日生)

1988年４月 株式会社極洋入社
2012年８月 同社東京支社水産加工部長
2016年６月 同社水産加工第２部長
2020年６月 同社東京支社長
2020年６月 当社社外監査役
2023年４月 株式会社極洋執行役員 食品事業

本部長
2023年４月 同社取締役 食品事業本部長
2026年４月 同社取締役 水産事業本部長（現）

－株

(株式会社極洋と当社との間には営業上の取

引があります。 )

＜重要な兼務の状況＞
・株式会社極洋　取締役 水産事業本部長

　
＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
  株式会社極洋の取締役水産事業本部長として水産事業に深い見識と経験を有
しており、当社に対して水産事業における専門的観点からの監督、助言を頂く
ことを期待し、新たに取締役候補者としております。

 (注) １．※は新任取締役候補者であります。
２．当社と営業上の取引がある取引先の会長である足利金兵衛氏、取引先の代表者

である田中輝氏、取引先の取締役である服部篤氏を除き、各候補者と当社との
間には特別な利害関係はありません。
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３．足利金兵衛氏、木曽琢真氏、渡邉淳子氏、田中輝氏、服部篤氏は社外取締役候
補者であります。前記の五氏はともに経済界や水産業界における豊かな経験と
見識により当社経営上有用なご助言をいただけると判断し、社外取締役として
選任をお願いするものであります。当社における社外取締役在任期間は、本総
会終結の時をもって足利金兵衛氏は８年、木曽琢真氏は３年、渡邉淳子氏は１
年となります。なお、取締役に選任された場合には木曽琢真氏並びに渡邉淳子
氏を東京証券取引所に独立役員として届け出る予定となっております。

４．当社は、社外取締役候補者の五氏が就任した場合は、五氏との間で会社法第427
条第１項の規定及び定款に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額といたします。

５．当社は、役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるよう
にするとともに、有用な人材を迎えることができるよう、取締役全員を被保険
者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結
しており、本議案が原案どおり承認され、各候補者が取締役に選任され就任し
た場合には当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約では、被保険者
である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及
に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補すること
とされています。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起
因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。（保険料
は特約部分も含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担は
ありません。当該保険契約には免責額の定めを設けており、当該免責額までの
損害については填補の対象としないこととされています。）なお、各候補者の
任期途中である2027年３月１日に当該保険契約を更新する予定であります。
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氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

あん

安

 

　
ざい

西

 

　
とし

敏

 

　
ろう

郎

(1963年４月10日生)

1987年４月 三菱商事株式会社入社
2020年６月 日本超低温株式会社代表取締役社長、日超

オペレーション株式会社
代表取締役社長

2023年４月 日本超低温株式会社相談役、
日超オペレーション株式会社相談役

－株

＜監査役候補者とした理由＞
　三菱商事株式会社では水産部門での経験があり、日本超低温株式会社、日超オペレー
ション株式会社の代表取締役社長を歴任し、経営の一端を担ってきました。水産物だけ
でなく物流業界での経営経験が豊富なことから、当社への適切な監査を行って頂くた
め、監査役候補者としております。

第３号議案　監査役１名選任の件

監査体制強化のため、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案につきましては監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．安西敏郎氏は社外監査役候補者であります。

３．当社は、安西敏郎氏が就任した場合は、同氏との間で会社法第４２７条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する

予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425

条第１項に定める最低責任限度額といたします。

４．当社は、役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるよう

にするとともに、有用な人材を迎えることができるよう、監査役全員を被保険

者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結

しており、本議案が原案どおり承認され、候補者が監査役に選任され就任した

場合には当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約では、被保険者で

ある役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及に

係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補することと

されています。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因

して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。（保険料は

特約部分も含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はあ

りません。当該保険契約には免責額の定めを設けており、当該免責額までの損

害については填補の対象としないこととされています。）なお、2027年３月１

日に当該保険契約を更新する予定であります。
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第４号議案　取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式の付

与のための報酬決定の件

当社の取締役報酬の限度額は、2025年６月27日開催の第78期定時株主総会にお

いて、年額240百万円以内（うち社外取締役50百万円以内。）とご承認いただい

ております。

今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（社外取締

役を除く。以下「対象取締役」という。）に当社の企業価値の持続的な向上を図

るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めるこ

とを目的として、上記の報酬枠とは別枠にて、対象取締役に対して、新たに譲渡

制限付株式の付与のための報酬を支給することとしたいと存じます。

本議案により支給される報酬は、①当社の普通株式、あるいは②当社の普通株

式を取得するための現物出資財産としての金銭債権とし、対象取締役は、当社の

取締役会の決議に基づき、当社の普通株式の発行又は処分を受けるものといたし

ます。

本議案に基づき、対象取締役に対して支給される報酬としての当社の普通株式

又は金銭債権の総額は、年額20百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人

分給与は含まない。）といたします。

なお、本議案に基づき支給される報酬として、対象取締役に対して、金銭債権

を支給せずに当社の普通株式を支給する場合、当該普通株式は、対象取締役の報

酬として発行又は処分されるものであり、当該普通株式と引換えにする現物出資

財産としての金銭債権の払込みを要しないものといたしますが、対象取締役に対

して支給する１株当たりの当社普通株式の額は、当社の普通株式の発行又は処分

に係る各取締役会決議の日の前営業日の東京証券取引所における当社の普通株式

の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）

を基礎として当該発行又は処分される当社の普通株式１株当たりの金額として算

出いたします。

一方、本議案に基づき支給される報酬として、対象取締役に対して、譲渡制限

付株式を取得するための現物出資財産としての金銭債権を支給する場合には、対

象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭債権の

全部を現物出資財産として払い込み、当社の普通株式について発行又は処分を受

けるものといたします。この場合における１株当たりの払込金額は各取締役会決

議の日の前営業日の東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引

が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として当該普
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通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、取締

役会において決定します。

また、対象取締役に対して発行又は処分をされる当社の普通株式の総数は年

10,000株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株式の株式

分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合その

他譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数の調整が必

要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整する。）といたし

ます。また、各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会

において決定することといたします。

なお、現在の取締役は10名（うち社外取締役５名）でありますが、第２号議案

「取締役８名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役は８名（うち

社外取締役５名）となります。

また、本議案に基づく、対象取締役に対する当社の普通株式の発行又は処分及

びその現物出資財産としての金銭債権の支給に当たっては、当社と対象取締役と

の間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」とい

う。）を締結することを条件とします。また、本議案における報酬額の上限、発

行又は処分をされる当社の普通株式の総数その他の本議案に基づく対象取締役へ

の譲渡制限付株式の付与の条件は、上記の目的、当社の業況、当社の取締役の個

人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針（なお、本議案が承認可決された場

合には、ご承認いただいた内容とも整合するよう、当該方針を後述【ご参考】欄

に記載の内容に変更する予定です。）その他諸般の事情を考慮して決定されてお

り、相当であると考えております。

【本割当契約の内容の概要】

（１）譲渡制限期間

対象取締役は、本割当契約により割当てを受けた日より当社又は当社子会社の役

職員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地位を退任又は退職した直後の時

点までの間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当てを受け

た当社の普通株式（以下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設

定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。

（２）退任又は退職時の取扱い

対象取締役が当社の取締役会が予め定める期間（以下「役務提供期間」とい

う。）の満了前に当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予
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め定める地位を退任又は退職した場合には、その退任又は退職につき、任期満

了、死亡その他の正当な理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無

償で取得する。

（３）譲渡制限の解除

当社は、対象取締役が、役務提供期間中、継続して、当社又は当社子会社の役職

員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地位にあったことを条件として、本

割当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除

する。ただし、①当該対象取締役が正当な理由により、役務提供期間が満了する

前に当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地位

を退任又は退職した場合、又は、②当該対象取締役が役務提供期間の満了後にお

いても、譲渡制限期間の満了前に正当な理由以外の理由により、当社又は当社子

会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地位を退任又は退職した

場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、

必要に応じて合理的に調整するものとする。また、当社は、上記の定めに従い譲

渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割

当株式を当然に無償で取得する。

（４）組織再編等における取扱い

上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社と

なる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の

組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当

社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認さ

れた場合には、当社の取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組

織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式につい

て、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、当社

は、上記に定める場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡制

限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（５）その他の事項

本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとす

る。

【ご参考】取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

ａ．基本方針

 　当社の取締役の報酬は、固定報酬である月額報酬と、単年度の業績に連動す
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る賞与、株式報酬で構成する。社外取締役については、業務執行から独立した立

場であることに鑑み、固定報酬のみとする。

ｂ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

 　基本報酬は、月例の固定報酬とし、①代表権報酬、②グループ監督報酬、③

取締役報酬、④執行役員報酬の4つで構成する。①代表権報酬は、代表権を持つ

取締役に対して支給する。②グループ監督報酬は、グループ他社を監督する代表

取締役および取締役に対して支給する。③取締役報酬は、代表取締役および取締

役に対して支給する。④執行役員報酬は、執行役員を兼務する代表取締役および

取締役に支給する。

　なお、これらの基本報酬は、当社の事業環境、社会情勢や同業他社の水準等を

考慮の上、必要に応じて見直すものとする。

ｃ．業績連動報酬並びに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定

に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　業績連動報酬である賞与は、業績向上と企業価値増大への貢献意欲を高めるこ

とを目的とし、各取締役の役位、単年度の会社業績、各取締役の経営への貢献度

の３要素で決定する。賞与は、各取締役の役位に応じて基準額を定め、会社業績

については、当社事業の成果を適切に反映するとの判断から営業利益及び当期純

利益を主な指標とし、目標値への達成度を勘案して業績係数を決定する。最終的

な賞与支給額は、これらの役位別基準額と業績係数に加え、各取締役の経営への

貢献度に関する評価結果を、総合的に勘案して決定する。

非金銭報酬は譲渡制限付株式とし、株主との価値共有を進めると共に、取締役の

グループ全体の価値向上を図るインセンティブを付与することを目的として、各

取締役に金銭報酬債権を支給する。なお、支給額は、前年度の各取締役の固定報

酬を基準に一定の割合を乗じて報酬額を決定する。

賞与並びに譲渡制限付株式の対象となる金銭報酬債権は、それぞれ毎年一定の時

期に支給する。

ｄ．金銭報酬の額、業績連動報酬並びに非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報

酬等の額に対する割合の決定に関する方針

 　種類別の報酬割合については、2019年9月に設置した指名・報酬委員会におい

て検討を行い、取締役会（取締役会決議に基づき、委任を受けた代表取締役社
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長）は、指名・報酬委員会の答申内容をふまえて、取締役の個人別の報酬等の内

容を決定することとする。

ｅ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

 　個人別の報酬額については、取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその

具体的内容について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本

報酬の額、賞与の額及び各取締役の評価とする。取締役会は、当該権限が代表取

締役社長によって適切に行使されるよう、社外取締役及び代表取締役により構成

される指名・報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任をうけ

た代表取締役社長は、当該答申の内容をふまえて決定をしなければならないこと

とする。
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氏　　名 性別 役　職

専門性・経験

企業

経営

財務

・会計

法務・

コンプ

ライア

ンス

営業・

マーケ

ティン

グ

テクノ

ロジー

労務・

人材開

発

リスク

マネジ

メント

松本　孝志 男性 代表取締役社長 ◯ ◯ ◯ ◯

中澤　強志 男性 取 締 役 ◯ ◯ ◯

足利　金兵衛 男性 社外取締役 ◯ ◯

木曽　琢真 男性 社外取締役 ◯ ◯ ◯

渡邉　淳子 女性 社外取締役 ◯ ◯ ◯

市山　勝一 男性 取 締 役 ◯ ◯ ◯ ◯

田中　 輝 男性 社外取締役 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

服部　 篤 男性 社外取締役 ◯ ◯

池本　新介 男性 監 査 役 ◯ ◯

澤野　敬一 男性 社外監査役 ◯ ◯ ◯

平尾　嘉昭 男性 社外監査役 ◯ ◯ ◯

安西　敏郎 男性 社外監査役 ◯ ◯ ◯

《ご参考》

　当社では、取締役会の諮問機関として2019年９月に社外取締役を委員長と

する任意の指名・報酬委員会（社外取締役、代表取締役にて構成）を設置

し、取締役の候補者につき審議し、取締役会に答申しております。

　取締役会では、当該答申を受けて候補者の決定をしております。

取締役および監査役の専門性と経験（スキル・マトリックス）

・第２号議案ならびに第３号議案が承認された場合の取締役および監査役の専門性と経

験は、次の通りであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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株主総会会場ご案内略図

潮風公園

ゆりかもめ

台場駅

台場駅前

デックス
東京ビーチ

アクア
シティ
お台場

フジテレビ
お台場海浜公園駅

国道357号線

東京テレポート駅(りんかい線)

センタープロムナード
（遊歩道）

首都高速湾岸線

グランドニッコー東京台場
１Ｆ入口

桟橋

至
大
崎

東京港
トンネル
至大井

東京国際
クルーズ
ターミナル駅

臨海副都心出口

臨海副都心入口

東京都港区台場二丁目６番１号

グランドニッコー東京 台場　29階 銀河
電話　03(5500)6711

　　　■ゆりかもめ　台場駅直結

　　　■りんかい線　東京テレポート駅より徒歩約15分

※お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

 やむなく会場や開始時刻が変更となる場合がございます。その場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（https://www.chuogyorui.com）に掲載いたしま
す。株主の皆様におかれましては、事前に、当社のＨＰを必ずご確認ください。


